
内容
• 初動対応の⽬標
• 放射線、放射性物質、放射能
• 測定器
• 放射線テロ災害対処
• 外部被ばく対策
• 内部被ばく対策
• 汚染対策

• 要救助者対応



放射線テロ災害に限らず、CBRNEテロ災害が発⽣した場合は、
完璧な対応は難しく、⼤過ない対応が求められる。
放射線テロ災害では、被ばく、汚染だけでは、化学テロとは異
なり、緊急に治療が必要なことはなく、除染は救命処置にならな
いため、放射線以外の脅威（化学剤や爆発、外傷など）に対する
医療処置を優先し、防ぎえた死をなくすことが⽬標となる。次に、
救助者と要救助者、被災者の無⽤な被ばくをしないための安全確
保、被ばく線量管理が⽬標となる。そして、汚染拡⼤防⽌や関係
機関間の安全、危険情報の共有、公衆の保護による⼆次災害の予
防が⽬標となる。



放射線テロ災害の現場では、被ばく対策と汚染拡⼤防⽌が重要
である。



放射線の事故、災害時には、「被ばく」と「汚染」が⽣じる。
被ばくとは、放射線を浴びることであり、体の外から放射線を
浴びるのが外部被ばくであり、放射性物質を⾝体に取り込んで体
の中から放射線を浴びることが内部被ばくである。



汚染とは、体の表⾯や⾐服、資器材に放射性物質が付着するこ
とである。汚染に接触すると汚染は広がって⾏く。また、噴霧、
放出された放射性物質を吸⼊すると内部被ばくすると同時に、頭
部、顔⾯の汚染も存在する場合が多い。このため顔⾯等の汚染が
確認されたら内部被ばくの可能性を疑う。また、汚染を伴う現場
では内部被ばくへの対策として呼吸保護を考慮する。



表⾯汚染が⽪膚や⾐服にあっても、健康影響が出るような外部
被ばくはしない。
β線核種による⾼濃度の汚染では、放射線⽪膚障害が発症した
事例があるが、通常のGMサーベイメーターで測定できる範囲内
での汚染の程度では、全⾝または⽪膚に被ばくの症状は出ない。



放射線テロ災害の現場対応では、放射線を完全に遮蔽して被ば
くしないようにすることはできない。そのため、外部被ばく対策
は、放射線の測定、被ばく管理が重要になる。



外部被ばく対策の⼀つは、個⼈線量計を装着し、活動中の被ば
く線量の積算値を管理することである。放射線の関与が疑われる
状況で、個⼈線量計を装着する。被ばく線量は、現場で放射線を
検知した後で測定を開始しても、測定開始前の被ばく線量を確認
することができない。
管理としては、被ばく線量限度以下での活動を補助するために、
アラーム（警報）を設定する。電⼦式個⼈線量計は機種によって
はアラームを2段階に設定することも可能である。アラーム⾳が
⼩さいこともあり、活動中に聞き取れない可能性もあるため、可
能であれば振動による発報の機能があるとよい。
個⼈線量計は汚染させないように防護服の中に装着するか、ビ
ニール袋に⼊れて装着する。装着の⽅向を間違えないようにする。
機種によっては、⾼出⼒トランシーバーやスマートフォンの電
波によって誤計数の可能性があるため、これらの装置と同じポ
ケットには⼊れないなどの注意が必要である。



消防活動時の被ばく線量限度と個⼈被ばく線量計の警報設定値
を⽰す。
警報が鳴動したら、速やかに安全な場所に退避する。
通常の活動時の警報設定値は8〜9mSvとする。緊急時の警報設
定値は、鳴動後に退避する間も被ばくするため、退避時の被ばく
線量も考慮して30〜50mSvとする。

出典：原⼦⼒施設等における消防活動対策マニュアル
（2014.3.�消防庁 消防・救助技術の⾼度化等検討会報告書）



外部被ばく対策の⼀つとして放射線検知活動がある。
まず、放射線の関与が疑われる現場では、空間線量計や表⾯汚
染計によって放射線の存在を確認する。バックグラウンドレベル
以上の放射線が検知されたら、放射線が関与している。
放射線を検知したら、放射線量率（空間線量率）を測定し、詳
細な危険の程度を分析する。



線量率に応じてゾーニングと外部被ばく管理を⾏う。外部被ば
く対策のためのゾーニングは、危険区域を100µSv/h以上の区域
で設定し、準危険区域をバックグラウンド以上から100µSv/hの
区域で設定する。準危険区域、危険区域に進⼊する場合は、放射
線の測定器の持参と個⼈線量計の装着は必須である。
また、危険区域あるいは準危険区域では、放射線源からは離れ
るほど放射線量は弱くなるため、安全である。



活動現場の空間線量率に応じて、各個⼈が被ばく線量限度を超
えないように活動内容、活動時間を管理する必要がある。また、
100mSv/h以上の空間線量率の場所では、⼈命救助などの緊急作
業のみ⽴ち⼊ることができ、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。



空間線量計は、測定器の機種等によって測定範囲が異なる。放
射線危険区域（100µSv/h以上）を設定する場合は、このレベル
以上を計測できる空間線量計が必要である。
例えば、100µSv/hの場所に１時間滞在した場合の被ばく線量
はおよそ100µSvとなり、10時間の滞在で、公衆の年間線量限度
の1mSvとなる程度である。放射線危険区域を設定したら、区域
内に進⼊する場合は、放射線測定器、個⼈線量計を装着し、必ず
放射線管理ができる装備で進⼊する。区域への⼊退域管理をしっ
かりと実施する。
100mSv/h以上の場所は、それ以上の線量率の場所が存在する
可能性もあり、場合によっては数分〜1時間程度で急性障害を引
き起こす可能性のある⾼線量被ばくをする可能性があるため、進
⼊は⼈命救助活動のみとし、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。



外部被ばく防護のポイントは「時間」「距離」「遮へい」であ
る。被ばくする時間を短くする、放射線源からの距離をとる、放
射線を遮へいすることで、被ばく線量が低減できる。
放射線にさらされる活動時間を短くすることで被ばく線量を少
なくできる。
放射線は、放射線源からの距離の⼆乗に反⽐例して減少するた
め、放射線源からの距離をとることで被ばく線量を少なくするこ
とができる。逆に、放射線源からの距離が半分の位置(1/2の距
離)に近づくと放射線量は元の位置の4倍になり、急激に空間線量
が上昇することになるため、特に危険区域での活動時には注意が
必要である。
放射線源との間に遮へい物があると放射線量は減少する。コン
クリートの壁、鉄や鉛の⾦属の板などがあれば、遮へい材として
使⽤できる。放射線源の位置、形状が明確であれば、鉛のブロッ
クなどで線源を囲むことによって周辺の空間線量率を低減するこ
ともできる。



化学防護服は、どのレベルのものであっても放射線の防護効果
はない。⽪膚に放射性物質が付着することを防⽌する効果は、ど
れも同じである。また、陽圧式化学防護服は爆発の危険がある場
所では着⽤しないことが望ましく、ダーティボムの事案では着⽤
しない⽅が良い。
放射線テロ災害の現場では、放射性物質の汚染が付着した場合
に、すぐに脱⾐し、廃棄できる防護服の⽅が望ましく、防護服は
汚染対策のための装備である。
放射線による外部被ばくに関しては、防護服ではなく、個⼈線
量計と放射線測定器による放射線管理と時間管理を⾏う。



放射線テロ災害の現場での内部被ばく対策は体内に放射性物質
を取り込まないようにすることである。



内部被ばく対策として、呼吸によって放射性物質を吸⼊しない
ように、呼吸保護が重要である。
屋内で持続的な放射性物質が放出されている場合は、活動中は
常に呼吸保護が必要である。屋外では、⼀時的な放射性物質の散
布であれば、時間が経過すると放射性物質は拡散して、多量の放
射性物質を吸⼊する危険性は低下すると考えられる。
しかし、放射性物質の浮遊がある場合あるいは疑われる場合
（周辺に汚染がある場合など）は、空気呼吸器、防塵フィルタを
使⽤する。汚染検査や汚染した患者の搬送、応急救護などウォー
ムゾーンでの活動は、使い捨て防塵マスクでの対応で良い。医療
機関での処置など放射性物質が浮遊する可能性が少ない場合は、
サージカルマスクでの対応で良い。



放射線テロ災害現場の汚染対策は、放射性物質の拡散、汚染の
拡⼤を防⽌することである。



個⼈防護装備は、⽪膚や⾐類への放射性物質の付着を防⽌する
ものであり、放射線の外部被ばくを防護するものではない。
基本的には不織布の防護服（タイベックスーツ）、ゴーグル、
マスク、ゴム⼿袋（⼆重）、靴カバーを装着する。内側のゴム⼿
袋と靴カバーの端はタイベックスーツに袖や裾にテープで⽬張り
し、放射性物質の侵⼊を防ぐ。
野外での活動では、不織布の靴カバーは破損するため、ゴム製
の靴底の靴カバーを使⽤する⽅が良い。



資機材に放射性物質が付着するのを防⽌するためにビニール
シート等で器材を被覆する。このことを養⽣ともいう。資機材へ
の放射性物質の付着を未然に防⽌する。
特に汚染検査に使⽤する測定器は、汚染され易いので、ビニー
ル袋でしっかりと養⽣する。
資器材を養⽣した場合は、ビニールやテープなどで動作が制限
されていないか、正常に動作するか確認する。



放射性物質が付着し、除染できない場合は、汚染を直接触らな
いように、ビニールシートや防⽔シートなどで覆い、放射性物質
が拡散しないように封じ込める。
放射性物質が付着した物や⼈から、汚染が拡⼤しないようにする。



放射性物質による汚染区域であっても、空間線量率が
100µSv/hまで上昇しないこともあるため、空間線量率による放
射線危険区域以外にも汚染による放射線危険区域を設定する必要
がある。汚染がある現場はホットゾーンであり、汚染検査や除染
を⾏う場所はウォームゾーンとなる。ウォームゾーン、ホット
ゾーンは汚染がある区域となるため、進⼊時には汚染対策の個⼈
防護装備を着⽤し、退出時には汚染検査、除染を実施して、コー
ルドゾーンに汚染を持ち出さないようにする。



放射性物質の汚染検査は、表⾯汚染計を⽤いて測定し、汚染が
あれば除染して、汚染をコールドゾーンに持ち出さないようにす
る。
隊員や被災者の汚染検査は、全⾝の汚染検査が基本である。全
⾝の汚染検査は、頭からつま先まで検査したら、背部の汚染検査
を⾏う。GMサーベイメーター１台では、10〜15分程度時間がか
かる。前⾯と背⾯を同時に２台のサーベイメーターで測定すると
所要時間は5〜10分程度に短縮される。
汚染検査の対象者の⼈数や状態、測定器の使⽤可能な台数など
の状況に応じて簡易汚染検査を実施する。
簡易汚染検査は、放射性物質が付着しやすい頭部、顔⾯、肩、
⼿指、⾜（靴底）の汚染検査を実施する。これらの⾝体の⼀部分
の検査は、1〜2分程度で実施でき、検査時間を短縮することがで
きる。多数の対象者を短時間で検査する場合に⽤いられる。



汚染のある⾐服を脱がせることで、体表⾯の汚染の約90%を取
り除くことができる。搬送時に傷病者を包んだ⽑布やシーツ、⾐
類は、取り除いた後にビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤しないよう
にする。汚染した⾐類などを触った後は、他の箇所を触る前に素
早く外側のゴム⼿袋を交換する。
脱⾐で除染できなかった⽪膚や資器材の汚染は、濡れたガーゼ
やタオルなどで拭き取る。拭き取りに使⽤したガーゼやタオルは
放射性物質が付着しているので、ビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤
しないようにする。



放射線テロ災害で要救助者がいる場合は、その対応を優先する。



放射線災害での現場対応では、要救助者をまず避難、救助し、
発災現場から可能な限り離れた安全な場所に移動させることが優
先である。
外部被ばくについては、現場から離れることで被ばくを低減で
き、内部被ばくも可能な限り吸⼊する放射性物質の量を減らすこ
とができる。体表⾯汚染は、放射性物質の付着する機会を少なく
する。また、放射線以外の化学剤や爆発物等の脅威についても現
場を離れることで危険を回避できる。



外部被ばくと内部被ばくは現場での症状出現はほぼないため、
被ばくに対する現場の医療活動はない。体表⾯汚染は、⽣命の危
険には関与せず、除染は救命処置にはならない。このため、放射
線テロ災害での現場医療での救命処置は、放射線以外の原因であ
る外傷や化学剤等への症状の改善が⽬的となる。これらの救命処
置は、除染よりも優先される。
特に⼤量出⾎に対する⽌⾎帯の使⽤は、救命に⼤きく関与する。



放射線の発災現場から避難、救助してきた⼈々には、放射性物
質が付着している可能性がある。応急処置等で状態が安定してい
る（緊急の処置が不要）場合や外傷等がなく医療処置が不要な場
合は、可能な限り汚染検査を実施し、汚染拡⼤防⽌対策を実施す
る。



放射線テロ災害対処で重要なのは、被災者、活動隊員に対して、
被ばく対策と汚染拡⼤防⽌の措置を実施することである。


